





convenzioni sulla cambiale ed il vaglia cambiario, stipulate a Ginevra il 7
giugno 1930) に基づいている。すなわち、1933 年 12 月 14 日の為替手形









(minore emancipato) および準禁治産者 (inabilitato) の
手形行為」(同 9 条)、「未成年者および禁治産者 (interdetto) の手形行
為」(同 10 条)、そして「代理と手形行為の特則」に関する条項が置かれ、
また第 2 章の「裏書 (girata)」の規定群中に、「支払拒絶および拒絶証書




て、民法 13 条 1 項に列挙する保佐人の同意を要する行為に含まれるかに






































































( 1 ) イタリア民法典は、その第 1編「人および家族」の第 10 章に「後見 (tu-
tela) および親権解除 (emancipazione)」の規定を置く。同章には、第 1節
として「未成年者の後見」が、第 2節に親権解除が規定され、390 条以下が
ここでいう「親権解除」の規定である。Pietro Rescigno (a cura di)，Codice
civile, Milano 1992, pag. 509 e segg. ちなみに、禁治産者の後見と準禁治産者
の保佐については、民法典 424 条 1 項で未成年者の後見と親権解除未成年者
の保佐 (curatela) の規定が準用される。なお、親権解除が可能なのは 16
歳以上に限られる。
3(836)
( 2 ) そのほかにも挿入された規定は多く、したがって約束手形 (vaglia cam-
biario) に関する第 2編の規定は同法の 100 条以下 (〜103 条) となる。








( 4 ) 同じ制限行為能力者でも、後見人、未成年者の法定代理人および後見人は、
本人に代わって法律行為をすることができるが、保佐人には代理権がないこ
とからも明らかである。星野英一 (1971)『民法概説Ⅰ (序論・総則)』(良
書普及会) 108-110 頁、内田貴 (1994)『民法Ⅰ (総則・物件総論)』(東大
出版会) 100頁。
( 5 ) 手形行為を単なる支払いをなす手段であるとして、それ自体は取消し得る
行為には該当しないとする。田中耕太郎 (1935)『手形法小切手法概論』(有
斐閣) 151頁、伊沢孝平 (1949)『手形法・小切手法』(有斐閣) 123頁。
( 6 ) Antonio Segreto & Aldo Carrato, La cambiale, 2a ediz., 2000 Milano, 92.
( 7 ) Giovanni Luigi Pellizzi, Principi di diritto cartolare, 1967 Padova, pag. 73.
( 8 ) 判例では、第三者のためにする契約で、受益者たる準禁治産者が、当該権
利を放棄する行為は日常の管理行為ではないと判示され、取消が認められて
いる。CC. 14 dicembre 1978/5975, Rivista del natariato, 1979, pag. 534.





独立の原則 (principio dellʼautonomia delle obligazioni cambiarie) が当然








が伴う場合は、解除の結果として生じる原状回復債務 (民法 545 条 1 項)
















































証したものであるが、Xは Yが Aに対して原因関係上の人的抗弁 (当該
取引の無効を主張している) を有していたことを知りながら Aに弁済を
なし、あらためて Yに手形金の支払いを求めた事例である。これに対し






































最高裁昭和 45 年 3 月 31 日判決
(23)
は、まさに上述の権利濫用説である。事

















































に類似する規定がある。すなわち、同法典第 4編 (債務) 第 4章は「一方
的約束 (promesse unilaterali)」についての規律で、1987条から 1991 条
の 5か条である。冒頭の 1987条は効力要件を定めるもので、「一方的給付


































(10) 原文は、「La sua obbligazione è valida ancorché lʼobbligazione garantita sia























「判例解説」民法判例百選 (債権) [第 5 版] 58 頁、淡路剛久「判例評釈」








(15) 判例タイムズ 53 号 33頁。
(16) 田中耕太郎・前掲注 (5) 510頁、伊沢孝平・前掲注 (5) 442頁など参照。
(17) 各説については、塩田親文「手形保証の独立性の限界」北沢正啓・浜田道
代 (編)『商法の争点Ⅱ (ジュリスト増刊)』有斐閣 (1993) 376頁。
(18) 鈴木竹雄=前田庸補訂『手形法・小切手法』有斐閣 (新版，1992) 330頁。
(19) 上柳克郎「手形保証の独立性」法学論叢 63 巻 4 号 102頁。
(20) 前田庸『手形法・小切手法 (法律学大系)』有斐閣 (1999) 482頁以下。
10 (829)
(21) 服部栄三=加藤勝郎『手形法・小切手法 (演習商法)』法学書院 (1966)
179頁。なお、下記の最判昭和 45・3・31 判決の事案における第 1審 (高松




(22) 高松高判昭和 44・7・30 (判例タイムス 247号 180頁)。
(23) 判例時報 589 号 68頁。
(24) 高松高判昭和 44・7・30 (判例タイムス 240 号 268頁)。
(25) たとえば、前述のイタリア手形法 9条の規定は、親権解除未成年者の単独
行為を前提としているように読めるし、裏書に関する 15 条 (わが国の 11
条)、32 条 (わが国の 27条) などは、そもそも相手方の意思表示を予定し
ていないという。A. Segreto & A. Carrato (2000)，pag. 68.
(26) Gian Franco Campobasso (a cura di)，La cambiale, 1998 Milano, pag. 5.
なお、カンポバッソ教授は Università degli Studi diNapoli Federico II (神聖
ローマ皇帝フリードリヒ 2世自身が 1224 年に創設したため、欧州最古の世
俗の国立大学とされる) で長く教鞭をとった商法・金融法の若手の大家で
あったが、2003 年に 60歳で亡くなっている。彼はまた、ナポリ第 2大学法
学部の創設委員であり、その遺徳をしのんで、商法・銀行法学振興のための
カンポバッソ協会が設立されている。
(27) Cass. 8 marzo 1995, n. 2707, in Massimario ufficiale, 490993.
(28) Giuseppe Ferri, La promesse unilaterali, in Trattato di diritto civile e
commerciale ( diretto da) Giuseppe Grosso e Francesco Santoro-Passarelli ,
1972, pagg. 14-17. なお、2944 条は、「時効は、権利が行使される側が当該権
利を承認することにより中断される」と規定される。





すなわち、前述の民法典第 4編第 3 章 (契約各論
(30)
) 第 22節に「民事保証




。民法典におけるその定義は、冒頭の第 1936 条第 1項で、
「民事保証人 (fideiussore) とは、債権者に対して人的に義務を負い、他
人の債務の履行を担保する者 (colui che, …garantisce lʼadempimento di



















ところで、問題の「附従性」であるが、イタリア民法典の第 1939 条 (民
事保証の効力) において、「民事保証は、主たる債務が無効であるときは、
効力を生じない。ただし、無能力者により引受けられた債務のために供与


















の効力について、「これは、手形法 19 条 (わが国の 15 条) の規定で、こ












のと約することに向けられた意思表示 (dichiarazione negoziale) をも含
んでいる。それゆえ、裏書人は、当該証券所持人に対して実際に手形に化
体された債務の履行についてつねに責任があると判示されてきている







裁平成 2年 9月 27日判決がそれである。
この事件は、Y (被告、被控訴人、被上告人) が、かねて取引のあった
訴外甲会社の代表者 Aによる融資の依頼に対して、以前から知り合いで
あった X (原告、控訴人、上告人) 方に Aともども出向き、昭和 59 年 9
月と同年 12 月に 2回にわたり甲会社への金融を依頼し、また担保のため
13(826)
に甲振出しの手形に裏書をし、さらに第 1回目弁済にも Yは Aに同道し
た。また第 2回目の借入 (金額 500万円、利息月 1割、弁済期を 1か月後





































































まず昭和 35 年の事案であるが、被告Yが訴外Aと共同して振出した 2
通の受取人白地の手形について、手形所持人である Xが支払いを求めた





























































Y会社代表者 Cに依頼して A自身を振出人とする約束手形に Yの裏書を
受け、Aにおいてこれを Bに手交して同人から五〇〇万円の貸渡しを受
けたという、原審認定の事実関係があるというだけでは、原判示のように、















(4) 民法 446 条 2 項












は、「446 条 2 項の書面には、署名捺印 (968 条、969 条、970 条参照)、署
















(31) イタリア民法典中では、第 1款「総則」(1936 条〜43 条)、第 2款「債権
者と民事保証人間の関係」(1944 条〜48 条)、第 3款「民事保証人と主債務
者間の関係」(1949 条〜53 条)、第 4 款「多数民事保証人間の関係」(1954
条)、第 5款「民事保証の消滅」(1955 条〜57条) の構成となっている。
(32) あるいは、民事保証の法源は、保証人 (要約者) と債務者または利益を有
する第三者 (諾約者) 間で締結された「第三者のためにする契約」であると
解されている。Giuseppe Bozzi, La fideiussione, Le figure affini e lʼanticresi,
Trattato di diritto private, diretto da Pietro Rescigno, 13, t. Ⅳ, Torino 1985,
pag. 210.
(33) 民法典 1334 条にも、「一方的行為の効果 (申込なら申込、承諾なら承諾と
いう意思表示の)」として、「一方的行為は、名宛人である者の知るところと
なるときから効力を生じる」という規律がある。これは、知り得る状態にな
れば足りる趣旨である。Massimo C. Bianca, Diritto civile, vol.Ⅲ, Milano
2000, pag. 221. なお、著者の Bianca は、目下ローマ大学サンタ・カテリナ
法学センター長で、民法学主任教授。
(34) Pietro Rescigno (a cura di)，Codice Civile, Milano 1992, pag. 2085.
19(820)
(35) Pietro Rescigno (1992)，pag. 2098.
(36) 民法典 2012 条 (裏書人の義務) 法律のこれと異なる規定、または証券に
よるこれに反する約定がないときは、振出人側による給付の不履行について
義務を負わない。
(37) Luigi Conti, Cambiali, cessione di crediti inesistenti, in Digesto delle
discipline privatistiche, Torino 1988, pag. 21.
(38) 民集 44 巻 6 号 1007 頁、判時 1388 号 137 頁。古瀬村邦夫「保証の趣旨の
手形裏書と原因関係債務の保証」私法判例リマークス 1992 年〈上〉123頁。
(39) 前掲民集 44 巻 6 号 1014頁。
(40) 前掲民集 44 巻 6 号 1017 頁。
(41) 注 (38) 参照。
(42) 法学 5巻 495頁。
(43) 高松高判昭和 32・7・24
(44) 民集 14 巻 11 号 2114頁。






手形保証をなした場合には、民事保証の成立を認めた。民集 30 巻 555頁。
(46) 山本宜之「ドイツ法における保証の書面性と民法 446 条 2 項」産大法学
45 巻 2 号 64頁。
(47) 前掲注 (43) 山本 98頁。
Ⅳ．イタリアにおける解決 ――むすびに代えて――












い」と規定している。もっとも、そこではドイツ民法典 (BGB) 766 条お


































注(48) 前田庸・前掲注 (20) 488頁。
(49) Pietro Rescigno (1992)，pag. 2090.
(50) Michele Fragali, Della fideiussione, in Commentario del codice civile
Scialoja-Branca, 1964 Milano, pag. 184.
(51) Cassazione civile 15 dic. 1975/4132. www.italgiure.giustizia.it/
(52) 保証合意の立証については、あらゆる合意手段によることができるとされ、
判例では、遺言による証明でも、推定によるものでもよいよいとされている
(学説は反対している)。R. Miccio, in Commentario del codice civile(I singolo
contratti, vol.Ⅴ)，Torino 1966, pag. 527.
22 (817)
